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（目的）
第一条　この法律は、太陽熱、地熱又はバ
イオマスを熱源とする熱その他の再生可
能エネルギーによる熱及び発電する際に
発生する熱が有効に利用されていないこ
とにかんがみ、熱の利用の促進に関する
基本的な方針の策定について定めるとと
もに、市町村による熱利用促進計画の作
成及びこれに基づく特別の措置を講ずる
ことにより、地球温暖化対策の推進に関
する法律（平成十年法律第百十七号）そ
の他の関係法律と相まって、熱の利用の
促進を図り、もって現在及び将来の国民
の健康で文化的な生活の確保に寄与する
とともに人類の福祉に貢献することを目
的とする。
（定義）
第二条　この法律において「熱の利用の促
進」とは、太陽熱、地熱若しくはバイオ
マスを熱源とする熱その他の再生可能エ
ネルギーによる熱又は発電する際に発生
する熱の利用を促進することをいう。
（基本方針）
第三条　主務大臣は、熱の利用の促進に関
する基本的な方針（以下「基本方針」と
いう。）を定めなければならない。
２　基本方針においては、次に掲げる事項
を定めるものとする。
一　熱の利用の促進の意義及び目標に関
する事項
二　熱の利用の促進のために政府が実施
すべき施策に関する基本的な方針
三　熱の利用の促進に関する計画の作成
に関する基本的な事項
四　熱の利用の促進のための社会資本の
整備に関する基本的な事項
五　熱の利用の促進に関する施策の効果
についての評価に関する基本的な事項
六　前各号に掲げるもののほか、熱の利
用の促進に関する重要事項
３　基本方針は、地球温暖化の防止を図る
ための施策に関する国の計画との調和が
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　2004 年から、毎年秋に、一つのテーマを決めて法案を作成する自主講座「法案作成講座」
を開催してきた。2014 年に 10 年目を迎えることとなったが、2014 年に作成した法案が「熱
の利用の促進に関する法律案」である。岩手県紫波町で熱供給事業を進めているサステナジー
（株）の山口勝洋社長からもヒアリングを行い、市町村が認定した熱利用促進事業を支援す
るための各種措置を規定した。具体的には、熱導管で結ばれている土地で熱を使う者に対し
て、認定熱利用促進事業者からの熱を使うよう義務付けることとすること、道路法や共同溝
法に関する特例を設けること、資金の貸し付けを行うことなどを定めている。講座は、キャ
ンパスイノベーションセンター東京で、11 月 7 日、14 日、21 日、28 日の 18:30-21:00 に開
かれた。参加者は、一部参加を含め、約 15 名であった。 （倉阪秀史）
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保たれたものでなければならない。
４　主務大臣は、基本方針を定めようとす
るときは、関係行政機関の長に協議しな
ければならない。
５　主務大臣は、基本方針を定めたときは、
遅滞なく、これを公表しなければならない。
６　前三項の規定は、基本方針の変更につ
いて準用する。
（熱の利用の促進に関する計画）
第四条　市町村は、単独で又は共同して、
基本方針に基づき、当該市町村の区域内
の区域であって熱の利用の促進に関する
施策を総合的に推進することが効果的で
あると認められるものについて、当該区
域における熱の利用の促進に関する計画
（以下「熱利用促進計画」という。）を作
成することができる。
２　熱の利用の促進に関する計画には、そ
の区域を記載するほか、次に掲げる事項
を記載するものとする。
一　熱の利用の促進に関する計画の区域
二　熱の利用の促進に関する計画の目標
三　前号の目標を達成するために必要な
次に掲げる事項
イ　熱の利用の促進を図るための拠点
となる地域の整備に関する事項
ロ　熱の利用の実態の把握及び情報提
供に関する事項
ハ　熱の利用の促進に資する施設の設
置のための下水道、公園、港湾その
他の公共施設の活用に関する事項
ニ　その他熱の利用の促進のために講
ずべき措置として主務省令で定める
ものに関する事項
四　熱の利用の促進に関する計画の達成
状況の評価に関する事項
五　計画期間
六　その他主務省令で定める事項
３　熱の利用の促進に関する計画は、地球
温暖化対策の推進に関する法律第二十条
の三第一項に規定する地方公共団体実行
計画に適合するとともに、都市計画法（昭
和四十三年六月十五日法律第百号）第六
条の二第一項 に規定する都市計画区域
の整備、開発及び保全の方針並びに同法
第十八条の二第一項に規定する市町村の
都市計画に関する基本的な方針との調和
が保たれたものでなければならない。
４　熱の利用の促進に関する計画は、都市
の低炭素化の促進に関する法律（平成
二十四年九月五日法律第八十四号）第七
条第一項に定める低炭素まちづくり計画
が定められている場合にあっては、当該
計画との調和が保たれたものでなければ
ならない。
５　市町村は、熱の利用の促進に関する計
画を作成したときは、遅滞なく、これを
公表しなければならない。
６　第三項から前項までの規定は、熱の利
用の促進に関する計画の変更について準
用する。
（土地所有者等による提案）
第五条　熱の利用の促進に関する施策を総
合的に推進することが効果的であると認
められる区域について、当該土地の所有
権又は建物の所有を目的とする対抗要件
を備えた地上権若しくは賃借権（臨時設
備その他一時使用のために設定されたこ
とが明らかなものを除く。以下「借地権」
という。）を有する者（以下この条におい
て「土地所有者等」という。）は、一人で、
又は数人が共同して、当該区域を管轄す
る市町村長に対し、熱利用促進計画の策
定又は変更を提案することができる。
２　市町村長は、計画提案が行われたとき
は、遅滞なく、当該計画提案を踏まえて
熱利用促進計画の策定又は変更をする必
要があるかどうかを判断し、当該熱利用
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促進計画の策定又は変更をする必要があ
ると認めるときは、その案を作成しなけ
ればならない。
３　市町村長は、前項の規定により同項の
判断をした結果、計画提案を踏まえて熱
利用促進計画の策定又は変更をする必要
がないと決定したときは、遅滞なく、そ
の旨及びその理由を、当該計画提案をし
た者に通知しなければならない。
（住宅市街地を開発する計画が存在する市
町村長の義務）
第六条　熱の利用の促進に関する施策を総
合的に推進することが効果的であると認
められる土地の区域としてふさわしい政
令で定める規模以上の一団の土地の区域
について、住宅市街地を開発する計画が
存在する場合にあっては、当該土地の区
域を管轄する市町村長は、熱利用促進計
画を策定するよう努めなければならない。
（熱利用促進事業計画の認定）
第七条　熱利用促進計画に係る計画区域内
において、熱を発生させる事業及び当該
熱を供給する事業並びにこれに附帯する
事業であって、熱の利用の促進に資する
もの（以下「熱利用促進事業」という。）
を施行しようとする者は、主務省令で定
めるところにより、当該熱利用促進計画
に即して熱利用促進事業に関する計画
（以下「熱利用促進事業計画」という。）
を作成し、市町村長の認定を申請するこ
とができる。
２　熱利用促進事業計画には、次に掲げる
事項を記載しなければならない。
一　熱利用促進事業における熱供給施設
の内容
二　熱利用促進事業における熱供給の方
法
三　熱利用促進事業において加熱され、
若しくは冷却された水又は蒸気を供給
する導管（以下「熱導管」という。）
を敷設する場合には、その敷設計画
四　熱利用促進事業による熱導管が接続
された土地（以下「熱導管接続土地」
という。）
五　熱利用促進事業の施行予定期間
六　熱利用促進事業の資金計画
七　その他主務省令で定める事項
（熱利用促進事業計画の認定基準等）
第八条　市町村長は、前条第一項の規定に
よる認定の申請があった場合において、
当該申請に係る熱利用促進事業計画が次
に掲げる基準に適合すると認めるときは、
その認定をすることができる。
一　その熱利用促進事業の熱供給施設の
能力が当該熱利用促進事業を実行する
ことができるものであること。　
二　その熱利用促進事業を適確に遂行す
るに足りる経理的基礎及び技術的能力
があること。
三　熱導管接続土地において熱供給を受
ける者（以下「熱導管接続対象者」と
いう。）の同意が得られていること。
四　その熱利用促進事業の開始が熱導管
接続対象者の利便の増進のため必要で
あり、かつ、適切であること。
五　その熱利用促進事業の開始が環境へ
の負荷の低減に資するものであること。
（熱利用促進事業計画の変更）
第九条　前条第一項の認定を受けた者（以
下「認定熱利用促進事業者」という。）は、
当該認定を受けた熱利用促進事業計画の
変更（主務省令で定める軽微な変更を除
く。）をしようとするときは、市町村長
の認定を受けなければならない。
２　前条の規定は、前項の認定について準
用する。
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（報告の徴収）
第十条　市町村長は、認定熱利用促進事業
者に対し、第八条第一項の認定を受けた
熱利用促進事業計画（変更があったとき
は、その変更後のもの。以下「認定熱利
用促進事業計画」という。）に係る熱利
用促進事業（以下「認定熱利用促進事業」
という。）の施行の状況について報告を
求めることができる。
（地位の承継）
第十一条　認定熱利用促進事業者の一般承
継人又は認定熱利用促進事業者から認定
熱利用促進事業計画に係る第七条第二項
第一号の熱供給施設の所有権その他当該
認定熱利用促進事業の施行に必要な権原
を取得した者は、市町村長の承認を受け
て、当該認定熱利用促進事業者が有して
いた第八条第一項の認定に基づく地位を
承継することができる。
（認定熱利用促進事業者に対する改善命令）
第十二条　市町村長は、認定熱利用促進事
業者が認定熱利用促進事業計画に従って
認定熱利用促進事業を施行していないと
認めるときは、当該認定熱利用促進事業
者に対し、相当の期限を定めて、その改
善に必要な措置をとるべきことを命ずる
ことができる。
（熱利用促進事業計画の認定の取消し）
第十三条　市町村長は、認定熱利用促進事
業者が前条の規定による命令に違反した
ときは、第八条第一項の認定を取り消す
ことができる。
（熱導管接続土地において熱を利用する者
の義務）
第十四条　認定熱利用促進事業計画に記載
された熱導管接続土地において熱を利用
する者は、認定熱利用促進事業が供給す
る熱を使用しなければならない。ただし、
認定熱利用促進事業が供給する熱を使用
する価格が、当該認定熱利用促進事業以
外の手段による熱を使用する価格に比し
著しく高いものであることが明らかであ
る場合その他の特別の事情がある場合に
は、この限りでない。
（熱導管接続土地において熱を利用する者
への改善勧告及び改善命令）
第十五条　市町村長は、認定熱利用促進事
業計画に記載された熱導管接続土地にお
いて熱を利用する者が、認定熱利用促進
事業が供給する熱を使用していない場合
において、前条ただし書きの特別の事情
があると認められないときは、当該者に
対し、相当の期限を定めて、認定熱利用
促進事業が供給する熱を使用するための
措置を執るべきことを勧告することがで
きる。
２　市町村長は、前項の規定による勧告を
受けた者がその勧告に従わないときは、
相当の期限を定めて、その勧告に係る措
置を執るべきことを命ずることができる。
（道路の占用の特例）
第十六条　熱利用促進計画の区域内の道路
の道路管理者は、道路法（昭和二十七年
六月十日法律第百八十号）第三十三条第
一項の規定にかかわらず、認定熱利用促
進事業計画に記載された熱導管等のため
の道路の占用（同法第三十二条第二項第
一号に規定する道路の占用をいい、同法
第三十三条第二項に規定するものを除
く。）で次に掲げる要件のいずれにも該
当するものについて、同法第三十二条第
一項又は第三項の許可を与えることがで
きる。
一　道路管理者が指定した道路の区域内
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に設けられる熱導管等のためのもので
あること。
二　道路法第三十三条第一項の政令で定
める基準に適合するものであること。
この場合において、当該政令の適用に
ついては、認定熱利用促進事業計画に
記載された熱導管は、工業用水道事業
法（昭和三十三年法律第八十四号）第
二条第四項に規定する工業用水道事業
の用に供する水管とみなす。
三　その他安全かつ円滑な交通を確保す
るために必要なものとして政令で定め
る基準に適合するものであること。
２　道路管理者は、前項第一号の道路の区
域（以下この条において「特例道路占用
区域」という。）を指定しようとすると
きは、あらかじめ、市町村の意見を聴く
とともに、当該特例道路占用区域を管轄
する警察署長に協議しなければならない。
３　道路管理者は、特例道路占用区域を指
定するときは、その旨並びに指定の区域
及び施設等の種類を公示しなければなら
ない。
４　前二項の規定は、特例道路占用区域の
指定の変更又は解除について準用する。
（共同溝の整備等に関する特別措置法の特
例）
第十七条　認定熱利用促進事業者は、共同
溝の整備等に関する特別措置法（昭和
三十八年四月一日法律第八十一号）の適
用については、同法第二条第三項の公益
事業者とみなす。
（認定熱利用促進事業計画に記載された熱
導管の敷設工事に係る資金の貸付け）
第十八条　国は、都道府県又は市町村が認
定熱利用促進事業を実施する者に対し認
定熱利用促進事業計画に記載された熱導
管の敷設工事（これに附帯する工事を含
む。）に要する費用に充てる資金を無利
子で貸し付ける場合において、その貸付
けの条件が次項の政令で定める基準に適
合しているときは、当該貸付けに必要な
資金の一部を無利子で当該都道府県又は
市町村に貸し付けることができる。
２　前項に規定する国の貸付金及び同項の
規定による国の貸付けに係る都道府県又
は市町村の貸付金に関する償還方法その
他必要な貸付けの条件の基準については、
政令で定める。
（認定熱利用促進事業者への交付金）
第十九条　都道府県又は市町村は、毎年度、
認定熱利用促進事業から供給される熱の
量に応じて、認定熱利用促進事業者に交
付金を交付するよう努めるものとする。
２　前項の交付金の金額は、熱量当たりの
単価（以下「熱量単価」という。）に、
その事業者の当該認定熱利用促進事業か
ら供給される熱の量を乗じて得た金額と
する。
３　熱量単価は、主務大臣が、熱の利用に
伴う二酸化炭素の削減量及び標準的な二
酸化炭素の排出権の国際取引価格を考慮
して定めるものとする。
４　主務大臣は、熱量単価を定めたときは、
遅滞なく、これを告示するものとする。
５　国は、第一項の都道府県又は市町村に
対し、同項の規定により交付される交付
金に要する経費に充てるため、予算の範
囲内で、交付金の交付を行うことができる。
６　前項の規定による国が行う交付金は、
エネルギー対策特別会計に設けられる勘
定の負担において行うものとする。
（都市計画における配慮）
第二十条　都市計画決定権者（都市計画法
第十五条第一項の都道府県若しくは市町
村又は同法第八十七条の二第一項の指定
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都市をいい、同法第二十二条第一項の場
合にあっては、同項の国土交通大臣（同
法第八十五条の二の規定により同項 に
規定する国土交通大臣の権限が地方整備
局長又は北海道開発局長に委任されてい
る場合にあっては、当該地方整備局長又
は北海道開発局長）又は市町村をいう。）
は、都市計画の見直しについての検討そ
の他の都市計画についての検討、都市計
画の案の作成その他の都市計画の策定の
過程において、熱利用促進計画が円滑に
実施されるよう配慮するものとする。
（熱証書の交付のための措置）
第二十一条　政府は、熱の利用の促進に関
する事業に係る二酸化炭素放出抑制効果
を確認し、その効果を証する書類を交付
することを通じて、熱の利用を促進するた
めに必要な措置を講じなければならない。
（主務大臣等）
第二十二条　この法律における主務大臣は、
環境大臣、経済産業大臣及び事業所管大
臣とする。
２　この法律における主務省令は、環境大
臣、経済産業大臣及び事業所管大臣の発
する命令とする。
（罰則）
第二十三条　第十条の規定による報告をせ
ず、又は虚偽の報告をした者は、三十万
円以下の罰金に処する。
第二十四条　第十五条第二項の規定による
命令に違反した者は、一年以下の懲役又
は百万円以下の罰金に処する。
